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１ 概況 

（１）各地域の景況判断 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

北海道 北海道
東北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟
北関東 茨城、栃木、群馬、山梨、長野
南関東 埼玉、千葉、東京、神奈川
東海 静岡、岐阜、愛知、三重
北陸 富山、石川、福井
近畿 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
中国 鳥取、島根、岡山、広島、山口
四国 徳島、香川、愛媛、高知
九州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島
沖縄 沖縄

地域 都道府県

 

 
     ・緩やかに持ち直している －  北陸 
 

・持ち直しの動きがみられる － 九州、沖縄 
 
     ・足踏み状態となっている －   北海道、東北、北関東、南関東、 

東海、近畿、中国、四国 
 

地域区分 

以下、特に断りがない限り、地域区分は上記のとおりとする。 



（備考）○は、今回調査の判断。※は、前回調査（平成22年８月）の判断。

a： 持ち直している
b： 緩やかに持ち直している
c： 持ち直しの動きがみられる
d： 持ち直しの動きが緩やかになっている
e： 足踏み状態となっている

  今回調査（平成22年11月）の前回調査（平成22年８月）との比較

　○上方に変更した地域・・・なし

　○下方に変更した地域・・・９地域（北海道、東北、北関東、南関東、東海、北陸、近畿、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国、四国）
 
　　各地域の景況判断は、北海道、東北、北関東、南関東、東海、北陸、近畿、中国、四国
　では鉱工業生産などを理由として、下方修正となった。

　　その他２地域（九州、沖縄）の景況判断については、前回調査（平成22年８月）と同じ
　である。

各地域の景況判断 北海道

東北

 北関東

南関東

 東海

北陸近畿

中国

四国

九州

沖縄 

今回判断（平成22年11月）

前回判断（平成22年８月）

a

b

c

d

近畿 北陸

東北

e

各地域の景況判断 北海道 東北 北関東 南関東 東海 北陸 近畿 中国 四国 九州 沖縄

持ち直している ※

緩やかに持ち直している ※ ※ ※ ○

持ち直しの動きがみられる ※ ※ ※ ※○ ※○

持ち直しの動きが緩やかになっている ※ ※

足踏み状態となっている ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



（２）各地域の景況判断と主要変更点

景況判断
８月
(前
回)

持ち直しの動き
がみられる

持ち直しの動き
が緩やかになっ
ている

緩やかに持ち直
している

緩やかに持ち直
している

緩やかに持ち直
している

11月
(今
回)

足踏み状態と
なっている

足踏み状態と
なっている

足踏み状態と
なっている

足踏み状態と
なっている

足踏み状態と
なっている

鉱工業生産
(沖縄は観光)

８月

緩やかに持ち直
しているもの
の、一服感がみ
られる

緩やかに持ち直
しているもの
の、一服感がみ
られる

緩やかに持ち直している

緩やかに増加し
ているものの、
一服感がみられ
る

11月
おおむね横ばい
となっている

おおむね横ばい
となっている

おおむね横ばいとなっている 減少している

↓ ↓ ↓

個人消費 ８月 持ち直している
持ち直しの動き
がみられる

持ち直している 持ち直している 持ち直している

11月 持ち直している 持ち直している 持ち直している 持ち直している 持ち直している

→ ↑ → → →

雇用情勢 ８月
厳しい状況にあ
るものの、下げ
止まりつつある

厳しい状況にあ
るものの、持ち
直しの動きがみ
られる

厳しい状況にあ
るものの、持ち
直している

厳しい状況にあ
るものの、下げ
止まりつつある

持ち直しの動き
がみられる

11月
厳しい状況にあ
るものの、下げ
止まりつつある

厳しい状況にあ
るものの、持ち
直しの動きがみ
られる

厳しい状況にあ
るものの、持ち
直している

厳しい状況にあ
るものの、持ち
直しの動きがみ
られる

持ち直しの動き
がみられる

→ → → ↑ →

（注）↑は上方に判断を変更、→は変更なし、↓は下方に判断を変更。

↓

北海道 東  北 北関東 東  海南関東



持ち直している
持ち直しの動き
がみられる

持ち直しの動き
がみられる

持ち直しの動き
が緩やかになっ
ている

持ち直しの動き
がみられる

持ち直しの動き
がみられる

緩やかに持ち直
している

足踏み状態と
なっている

足踏み状態と
なっている

足踏み状態と
なっている

持ち直しの動き
がみられる

持ち直しの動き
がみられる

持ち直している
緩やかに持ち直
している

緩やかに持ち直
している

緩やかに持ち直
しているもの
の、一服感がみ
られる

緩やかに持ち直
している

緩やかに持ち直
している

緩やかに持ち直
している

おおむね横ばい
となっている

減少している
おおむね横ばい
となっている

緩やかに持ち直
している

緩やかに持ち直
している

↓ ↓ ↓ ↓ → →

持ち直している 持ち直している
持ち直しの動き
がみられる

持ち直しの動き
がみられるもの
の、一服感がみ
られる

緩やかに持ち直
している

持ち直しの動き
がみられる

持ち直している 持ち直している
持ち直しの動き
がみられる

持ち直しの動き
がみられる

緩やかに持ち直
している

持ち直しの動き
がみられる

→ → → ↑ → →

持ち直している
厳しい状況にあ
るものの、下げ
止まりつつある

持ち直しの動き
がみられる

厳しい状況にあ
るものの、持ち
直しの動きがみ
られる

厳しい状況にあ
るものの、下げ
止まりつつある

極めて厳しい状
況にあるもの
の、下げ止まり
つつある

持ち直している

厳しい状況にあ
るものの、持ち
直しの動きがみ
られる

持ち直しの動き
がみられる

厳しい状況にあ
るものの、持ち
直しの動きがみ
られる

厳しい状況にあ
るものの、持ち
直しの動きがみ
られる

極めて厳しい状
況にあるもの
の、下げ止まり
つつある

→ ↑ → → ↑ →

沖  縄九  州四  国中  国北  陸 近  畿



鉱工業生産指数
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○　地域経済動向（11月）の主要指標の動き
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有効求人倍率
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２ トピック 

＜トピック１＞ エコカー補助金の終了や輸出の鈍化等を背景に、多くの地域で減少した鉱工業生産 
 
○ 各地域の鉱工業生産について、22 年７～９月期の前期比伸び率をみると、中国地域など６地

域で減少に転じ、北陸、九州では増加幅が減少した。 

○ 業種別の寄与度をみると、多くの地域で、輸送機械や電子部品・デバイスが前期比マイナス

に転じた（図表１）。これは世界経済の減速を受けた輸出不振（図表２）やエコカー補助金終

了による自動車生産の落ち込み、在庫調整に伴う電子部品・デバイスの生産減少などが要因

と考えられる（図表３）。 

○ 地域別にみると、北海道だけは増加に転じたが、これは 22 年７、８月の猛暑により、食料品

で清涼飲料水が例年以上に大幅に増加したためである。一方、東海、中国地域で今期に大き

く減少した。東海ではエコカー補助金終了による自動車生産の落ち込みにより、輸送機械の

落ち込みの影響が大きい。中国地域では、アジア向け輸出の鈍化等により鉄鋼が落ち込んだ

ことや化学で定期修理があったことなどにより、大幅に減少した。 

 

図表１　鉱工業生産　前期増減率寄与度(22年４～６月期、22年７～９月期）
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図表２　商品別輸出通関額、前年同期比増減率
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図表３　鉱工業在庫指数、2005年=100
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(出所)図表１：経済産業省、各経済産業局、中部経済産業局・ガス事業北陸支局「鉱工業生産動向」、図表２：財務省「貿易統計」、図表３：経済産業省「鉱工業生

産動向」により作成。 

（注）図表１のうち、北海道と四国の電子部品・デバイスは電気機械工業の値を用いた。22年７～９月期は全国、東海、近畿を除いて速報値。 



 

＜トピック２＞ 各種政策の影響がみられる地域の個人消費 
 
○大型小売店販売額は、22 年１～３月以降は総じて減少幅が縮小している。22 年７～９月期の百

貨店販売額は北海道、北関東、北陸を除く全ての地域で減少幅が縮小した（図表１）。スーパー

やコンビニでは、記録的な猛暑によるアイス、飲料等の売上増加や 10 月のたばこ税増税による

駆け込み需要等などから、百貨店に比べて数値が良くなっている。コンビニエンスストア販売

額をみると、22 年７～９月期は全ての地域で前年比プラスに転じた（図表２）。 

○家電売上高は、平成 22 年３月に、家電エコポイント制度の対象商品が４月以降、一部変更にな

ることによる駆け込み需要等から、全ての地域で大幅な増加となった。７～９月期は例年以上

の気温の高さからエアコンを中心に全ての地域で前年比増加している。10 月に入ると、22 年

12 月からの家電エコポイント制度の変更を受けて全ての地域でテレビ等の販売が急増したこ

とから大幅に増加している（図表３）。 

○一方、乗用車新規登録・届出台数は、22 年７～９月期には、エコカー補助金制度終了による乗

用車販売の反動減により、全ての地域で前年比の増加幅が大幅に縮小した。22 年９月は沖縄を

除く全ての地域でマイナスに転じた（図表４）。 

○このように消費全般には持ち直しの動きがみられているが、家電や乗用車販売等には各種政策

の影響がみられており、今後も引き続き注視する必要がある。 

図表４　乗用車新規登録・届出台数　前年同月比
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図表３　家電量販店販売額　前年同月比
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図表１　百貨店販売額（既存店）前年同期比
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図表２　コンビニエンスストア販売額（既存店）
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(出所)図表１、２：経済産業省「商業販売統計」、図表３：GfKマーケティングジャパン（株）、図表４：（社）日本自動車販売協会連合会「自動車登録統計情報」

の登録ナンバーベース及び（社）全国軽自動車協会連合会「軽自動車新車日報累計表」により作成。 

(注)家電量販店販売額は、テレビ、エアコン、冷蔵庫の合計金額。 


